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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光源を保持する器具本体と、
　電源を供給する電源線が接続される入力端子を有する第１端子台と、
　第１制御信号を入力する信号線が接続される入力端子を有する第２端子台と、
　ネットワークに接続するための通信線が接続される入力端子を有し、前記ネットワーク
を介して外部機器から第２制御信号を受信する通信ユニットと、
　前記第１端子台を介して前記電源線と電気的に接続され、前記第２端子台を介して前記
信号線と電気的に接続され、前記通信ユニットと電気的に接続されるとともに、前記器具
本体に保持された前記光源と電気的に接続され、前記第１制御信号及び前記第２制御信号
の少なくとも一方に基づいて、前記光源への電源の供給を制御する制御ユニットと、
　前記第１端子台、前記第２端子台が取付けられるとともに前記通信ユニット及び前記制
御ユニットを収容するように前記器具本体に取り付けられ、前記器具本体から第１方向に
延び、第１面および前記第１面と対向し、第２面を有する箱状からなる支持体と、
　前記第１および第２端子台は、前記通信ユニットよりも前記器具本体から離間し、前記
入力端子を前記器具本体と反対側に向けて、前記支持体に設けられ、
　前記第１端子台および前記第２端子台は、前記支持体に取り付けられる照明器具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明の実施形態は、照明器具に関する。
【背景技術】
【０００２】
　家庭内やビル内などで消費される電力を監視したり、ネットワークを通じて電化製品を
制御したりするエネルギー管理システムがある。照明器具では、他の装置などを別に必要
とすることなく、照明器具のみで、こうしたエネルギー管理システムに対応することが求
められている。照明器具のみでエネルギー管理システムに対応するためには、例えば、外
部機器との通信を行う通信ユニットや、外部機器からの指示に応じた制御を行う制御ユニ
ットなどが必要となる。通信ユニットや制御ユニットなどを板状の支持体の同一面上に取
り付けた場合には、支持体が、大面積化する。支持体の大面積化は、例えば、照明器具の
天井などへの設置を難しくさせてしまう。このため、照明器具では、支持体の大面積化を
抑制しつつ、エネルギー管理システムに対応可能とすることが望まれる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１２－２５６５７２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明の実施形態は、支持体の大面積化を抑制しつつ、エネルギー管理システムに対応
可能な照明器具を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の実施形態によれば、光源を保持する器具本体と、電源を供給する電源線が接続
される入力端子を有する第１端子台と、第１制御信号を入力する信号線が接続される入力
端子を有する第２端子台と、ネットワークに接続するための通信線が接続される入力端子
を有し、前記ネットワークを介して外部機器から第２制御信号を受信する通信ユニットと
、前記第１端子台を介して前記電源線と電気的に接続され、前記第２端子台を介して前記
信号線と電気的に接続され、前記通信ユニットと電気的に接続されるとともに、前記器具
本体に保持された前記光源と電気的に接続され、前記第１制御信号及び前記第２制御信号
の少なくとも一方に基づいて、前記光源への電源の供給を制御する制御ユニットと、前記
第１端子台、前記第２端子台が取付けられるとともに前記通信ユニット及び前記制御ユニ
ットを収容するように前記器具本体に取り付けられ、前記器具本体から第１方向に延び、
第１面および前記第１面と対向し、第２面を有する箱状からなる支持体と、前記第１およ
び第２端子台は、前記通信ユニットよりも前記器具本体から離間し、前記入力端子を前記
器具本体と反対側に向けて、前記支持体に設けられ、前記第１端子台および前記第２端子
台は、前記支持体に取り付けられる。
【発明の効果】
【０００６】
　支持体の大面積化を抑制しつつ、エネルギー管理システムに対応可能な照明器具が提供
される。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】図１（ａ）及び図１（ｂ）は、実施形態に係る照明器具を表す模式図である。
【図２】実施形態に係る照明器具の一部を表す模式図である。
【図３】図３（ａ）～図３（ｃ）は、実施形態に係る光源ユニットを表す模式図である。
【図４】実施形態に係る照明器具の一部を表す模式的側面図である。
【図５】実施形態に係る照明器具を表す模式的ブロック図である。
【図６】図６（ａ）及び図６（ｂ）は、実施形態に係る別の照明器具を表す模式図である
。
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【図７】実施形態に係る別の照明器具を表す模式的側面図である。
【図８】実施形態に係る別の照明器具を表す模式的ブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下に、各実施の形態について図面を参照しつつ説明する。　
【０００９】
　なお、図面は模式的または概念的なものであり、各部分の厚みと幅との関係、部分間の
大きさの比率などは、必ずしも現実のものと同一とは限らない。また、同じ部分を表す場
合であっても、図面により互いの寸法や比率が異なって表される場合もある。　
【００１０】
　なお、本願明細書と各図において、既出の図に関して前述したものと同様の要素には同
一の符号を付して詳細な説明は適宜省略する。
【００１１】
　図１（ａ）及び図１（ｂ）は、実施形態に係る照明器具を表す模式図である。　
【００１２】
　図１（ａ）は、照明器具１０の模式的平面図であり、図１（ｂ）は、照明器具１０の模
式的側面図である。図１（ｂ）では、便宜的に、照明器具１０の一部を切り欠いて図示し
ている。　
【００１３】
　図１（ａ）及び図１（ｂ）に表したように、照明器具１０は、器具本体１２と、支持体
１４と、通信ユニット１６と、制御ユニット１８と、第１端子台２１と、第２端子台２２
と、第３端子台２３と、を含む。器具本体１２は、光源ユニット３０を保持する。器具本
体１２は、例えば、光源ユニット３０を着脱可能に保持する。光源ユニット３０は、光を
照射する光源８０（図３（ａ）参照）を含む。すなわち、器具本体１２は、光源８０を保
持する。器具本体１２は、例えば、光源８０を着脱可能に保持する。支持体１４は、例え
ば、通信ユニット１６、制御ユニット１８、第１端子台２１、第２端子台２２及び第３端
子台２３のそれぞれを支持する。
【００１４】
　照明器具１０は、例えば、光源ユニット３０を下方に向けた状態で室内の天井に取り付
けられる。照明器具１０は、例えば、ダウンライトとして用いられる。また、照明器具１
０は、通信ユニット１６を介して外部機器と通信を行うことができる。これにより、照明
器具１０では、例えば、照明器具１０のみでＨＥＭＳ（Home Energy Management System
）やＢＥＭＳ（Building Energy Management System）などのエネルギー管理システムに
適用することができる。照明器具１０では、例えば、ネットワークに接続可能な携帯端末
などにより、外出先から点灯や消灯を制御することができる。例えば、携帯端末などから
調光の制御を行うことができる。
【００１５】
　器具本体１２は、例えば、筒状の枠体４１と、枠体４１を支持する支持板４２と、を含
む。この例では、枠体４１が、円筒状である。枠体４１は、例えば、角筒状などでもよい
。器具本体１２は、枠体４１の内部に光源ユニット３０を保持する。器具本体１２は、例
えば、光源ユニット３０の光軸ＯＡを枠体４１の中心軸ＣＡに対して平行にした状態で、
光源ユニット３０を保持する。この例では、光軸ＯＡが、中心軸ＣＡに対して実質的に同
軸である。光軸ＯＡは、中心軸ＣＡに対して傾斜させてもよい。また、光軸ＯＡを中心軸
ＣＡに対して可変できるようにしてもよい。すなわち、照明器具１０は、例えば、光の照
射方向を変化させることができるユニバーサルタイプのダウンライトでもよい。
【００１６】
　支持板４２は、例えば、枠体４１の軸方向の一端に取り付けられる。この例では、支持
板４２が、枠体４１の軸方向の一端を塞ぐ。枠体４１は、例えば、ネジ止めなどによって
支持板４２に支持される。
【００１７】
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　枠体４１及び支持板４２には、例えば、鉄、アルミニウム、または、ステンレスなどの
金属材料が用いられる。これにより、例えば、点灯時に光源ユニット３０から発せられる
熱の放熱性を高めることができる。
【００１８】
　枠体４１の軸方向の他端（支持板４２と反対側の端部）には、フランジ部４４が設けら
れている。フランジ部４４は、例えば、中心軸ＣＡに対して垂直な方向において、枠体４
１の端部から外側に突出する。
【００１９】
　枠体４１の外側面には、一対の取付バネ４５が設けられている。各取付バネ４５は、照
明器具１０の天井などへの取り付けに用いられる。各取付バネ４５は、例えば、板バネ状
である。各取付バネ４５は、例えば、トーションバネ状でもよい。
【００２０】
　照明器具１０を天井に設置にする場合には、埋込穴を天井板に予め設ける。このとき、
埋込穴の直径は、枠体４１の外径よりも大きく、フランジ部４４の外径よりも小さくする
。照明器具１０は、フランジ部４４を室内側に向けた状態で、室内側から支持体１４及び
枠体４１を埋込穴に挿通する。そして、フランジ部４４と各取付バネ４５とで天井板を挟
み込む。これにより、照明器具１０が、天井板に取り付けられる。フランジ部４４の一方
の面は、天井に露呈される。フランジ部４４は、例えば、埋込穴などを覆い隠す化粧枠と
しても機能する。
【００２１】
　支持体１４は、第１板部５１と、第２板部５２と、を含む。第１板部５１は、器具本体
１２に取り付けられる。この例において、第１板部５１は、支持板４２に取り付けられて
いる。第１板部５１は、例えば、枠体４１に取り付けてもよい。
【００２２】
　この例では、第１板部５１が、回転軸ＲＡを中心に回転可能に器具本体１２に取り付け
られている。回転軸ＲＡは、例えば、光軸ＯＡに対して交差する方向に設定される。この
例では、回転軸ＲＡが、光軸ＯＡに対して直交する。換言すれば、回転軸ＲＡは、中心軸
ＣＡに対して直交する。これにより、例えば、照明器具１０を天井などに設置する際に、
支持体１４を器具本体１２に対して折り曲げることができ、支持体１４を埋込穴に挿通し
易くすることができる。照明器具１０を天井などに設置し易くすることができる。なお、
回転軸ＲＡの方向は、任意でよい。また、第１板部５１は、例えば、ネジ止めなどによっ
て器具本体１２に固定されていてもよい。第１板部５１は、例えば、支持板４２と一体に
形成されていてもよい。
【００２３】
　第１板部５１は、器具本体１２から第１方向Ｄ１に延びる。第１方向Ｄ１は、例えば、
回転軸ＲＡに対して垂直な方向である。第１板部５１は、第１面５１ａを有する。第１面
５１ａは、例えば、第１方向Ｄ１に延びる長方形状である。第１面５１ａは、例えば、光
軸ＯＡに対して交差する。第１面５１ａは、例えば、光軸ＯＡに対して直交する。この例
では、第１板部５１が、器具本体１２に対して回転可能である。すなわち、第１板部５１
は、例えば、第１面５１ａを光軸ＯＡに対して直交する状態を設定可能である。
【００２４】
　第２板部５２は、第１面５１ａと対向し、第２面５２ａを有する。この例では、第２面
５２ａが、第１面５１ａに対して実質的に平行である。第２面５２ａは、第１面５１ａに
対して必ずしも平行でなくてもよい。第２面５２ａは、例えば、第２板部５２の第１面５
１ａと対向する面である。第２面５２ａは、例えば、第２板部５２の第１面５１ａと反対
側を向く面でもよい。第２板部５２は、例えば、第２面５２ａの周囲を囲む外周部５２ｂ
を有する。第２板部５２は、例えば、箱状である。第２板部５２は、例えば、ネジ止めな
どによって第１板部５１に取り付けられる。
【００２５】
　第１板部５１及び第２板部５２には、例えば、鉄、アルミニウム、または、ステンレス
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などの金属材料が用いられる。第１板部５１及び第２板部５２には、例えば、樹脂材料な
どを用いてもよい。第１板部５１及び第２板部５２の材料は、必要な剛性を得られる任意
の材料でよい。第１板部５１及び第２板部５２は、例えば、金属板を折り曲げることによ
って形成される。なお、この例では、第２板部５２が、第１板部５１に対して光の照射方
向側に設けられている。第２板部５２は、これと反対側に設けてもよい。すなわち、第１
板部５１を第２板部５２に対して光の照射方向側に設けてもよい。
【００２６】
　図２は、実施形態に係る照明器具の一部を表す模式図である。　
【００２７】
　図２は、フランジ部４４側から器具本体１２を見た状態を表す。また、図２では、光源
ユニット３０を取り外した状態を表している。　
【００２８】
　図２に表したように、枠体４１の内部には、ソケット４６が設けられている。ソケット
４６は、枠体４１の内部において、フランジ部４４と反対側の端部に設けられている。ソ
ケット４６は、例えば、ネジ止めなどによって、支持板４２に取り付けられる。ソケット
４６は、例えば、光源ユニット３０を着脱可能に保持するとともに、保持した光源ユニッ
ト３０との電気的な接続を得る。但し、ソケット４６は、枠体４１及び支持板４２とは電
気的に絶縁される。ソケット４６は、例えば、ＧＸ５３形口金に対応している。ソケット
４６の形状は、これに限ることなく、任意の形状でよい。
【００２９】
　枠体４１の支持板４２側の端部には、切り欠き４１ａが設けられている。切り欠き４１
ａは、例えば、枠体４１の支持体１４側を向く位置に設けられる。第２板部５２の外周部
５２ｂの器具本体１２側を向く面には、切り欠き５２ｃが設けられている。切り欠き４１
ａ及び切り欠き５２ｃには、一対の配線６０ａ、６０ｂが挿通される。各配線６０ａ、６
０ｂの一端は、ソケット４６に接続される。各配線６０ａ、６０ｂの他端は、制御ユニッ
ト１８に接続される。これにより、各配線６０ａ、６０ｂを介して、制御ユニット１８と
ソケット４６とが、電気的に接続される。
【００３０】
　また、支持板４２の切り欠き５２ｃと対向する位置には、切り欠き４２ａが設けられて
いる。切り欠き４２ａは、例えば、支持体１４を器具本体１２に対して曲げたり伸ばした
りしながら照明器具１０を天井などに設置する際に、各配線６０ａ、６０ｂが、支持板４
２と第１板部５１との間に挟み込まれてしまうことを抑制する。例えば、各配線６０ａ、
６０ｂに傷が付いてしまうことなどを抑制する。
【００３１】
　図３（ａ）～図３（ｃ）は、実施形態に係る光源ユニットを表す模式図である。　
【００３２】
　図３（ａ）は、光源ユニット３０の模式的側面図である。図３（ｂ）は、光源ユニット
３０の模式的平面図である。図３（ｃ）は、光源ユニット３０の模式的斜視図である。　
【００３３】
　図３（ａ）～図３（ｃ）に表したように、光源ユニット３０は、例えば、光源８０と、
光源８０に電源を供給する電源回路８１と、光源８０及び電源回路８１を収容する筒状の
筐体８２と、筐体８２の一端を塞ぐ光透過性のカバー８３と、筐体８２の他端に設けられ
た口金部８４と、を含む。
【００３４】
　光源８０には、例えば、ＣＯＢ（Chip On Board）タイプの発光モジュールが用いられ
る。ＣＯＢタイプの発光モジュールは、例えば、基板と、基板上に並べて設けられた複数
のＬＥＤ（Light Emitting Diode）チップと、各ＬＥＤチップの上に設けられる蛍光体層
と、を含む。基板には、例えば、セラミックスなどが用いられる。ＬＥＤチップには、例
えば、青色光を照射するＬＥＤが用いられる。蛍光体層には、例えば、黄色蛍光体が用い
られる。これにより、例えば、実質的に白色の光を照射することができる。光源８０は、
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例えば、ＳＭＤ（Surface Mount Device）タイプの発光モジュールでもよい。また、光源
８０には、例えば、有機発光ダイオード（Organic Light Emitting Diode：ＯＬＥＤ）、
無機エレクトロルミネッセンス（Inorganic ElectroLuminescence）発光素子、有機エレ
クトロルミネッセンス（Organic ElectroLuminescence）発光素子、または、その他の電
界発光型の発光素子などを用いてもよい。
【００３５】
　電源回路８１は、例えば、ソケット４６などを介して供給される交流電源を直流電源に
変換し、変換後の直流電源を光源８０に供給する。これにより、光源８０が点灯し、光源
８０から光が照射される。
【００３６】
　筐体８２は、例えば、内部の空間に光源８０及び電源回路８１を保持する。筐体８２に
は、例えば、鉄、アルミニウム、または、ステンレスなどの金属材料が用いられる。これ
により、光源８０の点灯にともなって発生する熱の放熱性を高めることができる。また、
筐体８２の外面には、複数の放熱フィン８５が設けられている。各放熱フィン８５は、例
えば、光源８０の光軸方向に沿って延び、光軸周りに並べて設けられている。これにより
、放熱性をより高めることができる。
【００３７】
　カバー８３には、例えば、光拡散性を有するポリカーボネートなどの樹脂材料が用いら
れる。これにより、例えば、照射光の輝度ムラや色ムラを抑えることができる。カバー８
３は、必ずしも光拡散性を有していなくてもよい。カバー８３は、例えば、透明でもよい
。カバー８３は、少なくとも光透過性を有していればよい。
【００３８】
　口金部８４には、一対の電極ピン８６が設けられている。各電極ピン８６は、例えば、
ソケット４６に保持された状態において、ソケット４６の電極部分と電気的に接続される
。また、各電極ピン８６は、電源回路８１と電気的に接続されている。これにより、ソケ
ット４６及び各電極ピン８６を介して、電源回路８１に電源が供給される。例えば、電源
回路８１に交流電源が供給される。
【００３９】
　口金部８４は、例えば、ＧＸ５３形の口金構造を有している。口金部８４は、照明器具
１０のソケット４６に嵌る。これにより、口金部８４を介して、光源ユニット３０が、器
具本体１２に保持される。口金部８４の形状は、これに限ることなく、ソケット４６の形
状に対応した任意の形状でよい。
【００４０】
　図４は、実施形態に係る照明器具の一部を表す模式的側面図である。　
【００４１】
　図４は、支持体１４を第１方向Ｄ１に対して平行に見た状態を表す。　
【００４２】
　図５は、実施形態に係る照明器具を表す模式的ブロック図である。　
【００４３】
　図５は、照明器具１０の電気的な接続状態を模式的に表す。　
【００４４】
　図４及び図５に表したように、第１端子台２１は、電源を供給する一対の電源線７０ａ
、７０ｂが接続される一対の入力端子２１ａ、２１ｂを有する。第１端子台２１は、電源
の入力に用いられる。第１端子台２１に設けられる入力端子の数は、２つに限ることなく
、１つでもよいし、３つ以上でもよい。
【００４５】
　各電源線７０ａ、７０ｂは、例えば、商用電源９０に接続される。これにより、第１端
子台２１には、例えば、交流電源が入力される。各電源線７０ａ、７０ｂは、例えば、発
電機などに接続してもよい。例えば、各電源線７０ａ、７０ｂを調光器に接続し、位相制
御された交流電源を第１端子台２１に入力してもよい。第１端子台２１に入力される電源
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は、直流電源でもよい。
【００４６】
　第２端子台２２は、第１制御信号を入力する一対の信号線７１ａ、７１ｂが接続される
一対の入力端子２２ａ、２２ｂを有する。第２端子台２２は、第１制御信号の入力に用い
られる。第２端子台２２に設けられる入力端子の数は、２つに限ることなく、１つでもよ
いし、３つ以上でもよい。
【００４７】
　各信号線７１ａ、７１ｂは、例えば、壁スイッチ９１に接続される。壁スイッチ９１は
、例えば、室内の内壁などに設けられる。壁スイッチ９１は、例えば、点灯及び消灯を切
り替えるための切り替えスイッチ９１ａと、調光を行うための可変抵抗器９１ｂと、を含
む。第１制御信号は、例えば、点灯及び消灯を切り替えるための切り替え情報と、交流電
源を位相制御するための位相制御情報と、を含む。照明器具１０は、例えば、第１制御信
号の入力に応じて、光源ユニット３０の点灯及び消灯を切り替えるとともに、第１制御信
号の入力に応じて、光源ユニット３０の調光を行う。
【００４８】
　第２端子台２２には、例えば、切り替えスイッチ９１ａ及び可変抵抗器９１ｂの操作に
ともなう抵抗値の変化を、第１制御信号として入力してもよい。あるいは、切り替えスイ
ッチ９１ａ及び可変抵抗器９１ｂの操作に応じた電気信号を壁スイッチ９１で生成し、そ
の電気信号を第１制御信号として第２端子台２２に入力してもよい。各信号線７１ａ、７
１ｂに接続される機器は、壁スイッチ９１に限定されない。各信号線７１ａ、７１ｂに接
続される機器は、例えば、ネットワークなどを介することなく、切り替え情報や位相制御
情報などを含む第１制御信号を照明器具１０に入力可能な任意の機器でよい。
【００４９】
　通信ユニット１６は、ネットワーク９２に接続するための通信線７２が接続される入力
端子１６ａを有する。通信ユニット１６は、ネットワーク９２を介して外部機器９３から
第２制御信号を受信する。
【００５０】
　ネットワーク９２は、例えば、ＬＡＮ（Local Area Network）やＷＡＮ（Wide Area Ne
twork）などの特定のエリア内のネットワークでもよいし、インターネットなどの公衆ネ
ットワークでもよい。通信ユニット１６には、例えば、ＬＡＮアダプタなどが用いられる
。通信ユニット１６は、例えば、ネットワーク９２の通信規格に対応した任意の機器でよ
い。通信線７２は、例えば、図示を省略したモデムやルータなどを介してネットワーク９
２に接続される。通信線７２には、例えば、ＬＡＮケーブルなどが用いられる。外部機器
９３には、例えば、パーソナルコンピュータや携帯電話など、ネットワーク９２に接続可
能な任意の電子機器を用いることができる。外部機器９３は、例えば、専用のサーバを介
して制御ユニット１８にアクセスする。外部機器９３は、制御ユニット１８に直接アクセ
スしてもよい。
【００５１】
　第２制御信号は、例えば、点灯及び消灯を切り替えるための切り替え情報と、交流電源
を位相制御するための位相制御情報と、を含む。照明器具１０は、例えば、第２制御信号
の入力に応じて、光源ユニット３０の点灯及び消灯を切り替えるとともに、第２制御信号
の入力に応じて、光源ユニット３０の調光を行う。
【００５２】
　制御ユニット１８は、前述のように、配線６０ａ、６０ｂを介してソケット４６と電気
的に接続される。制御ユニット１８は、各配線６０ａ、６０ｂ及びソケット４６を介して
、器具本体１２に保持された光源ユニット３０（光源８０）と電気的に接続される。
【００５３】
　制御ユニット１８は、一対の配線６１ａ、６１ｂを介して第１端子台２１と電気的に接
続される。そして、制御ユニット１８は、各配線６１ａ、６１ｂ及び第１端子台２１を介
して各電源線７０ａ、７０ｂと電気的に接続される。これにより、各電源線７０ａ、７０
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ｂからの電源が、制御ユニット１８に供給される。例えば、交流電源が、制御ユニット１
８に供給される。制御ユニット１８は、例えば、交流電源の供給によって駆動する。
【００５４】
　制御ユニット１８は、一対の配線６２ａ、６２ｂを介して第２端子台２２と電気的に接
続される。そして、制御ユニット１８は、各配線６２ａ、６２ｂ及び第２端子台２２を介
して各信号線７１ａ、７１ｂと電気的に接続される。これにより、第１制御信号が、制御
ユニット１８に入力される。
【００５５】
　制御ユニット１８は、配線６３を介して通信ユニット１６と電気的に接続される。これ
により、第２制御信号が、制御ユニット１８に入力される。
【００５６】
　制御ユニット１８は、第１制御信号及び第２制御信号の少なくとも一方に基づいて、光
源ユニット３０（光源８０）への電源の供給を制御する。制御ユニット１８は、例えば、
第１制御信号及び第２制御信号に含まれる切り替え情報に基づいて、光源ユニット３０へ
の電源の供給及び供給の停止を切り替える。光源ユニット３０は、制御ユニット１８から
供給された交流電源を電源回路８１で直流電源に変換し、変換後の直流電源を光源８０に
供給する。これにより、光源ユニット３０の光源８０が点灯する。このように、照明器具
１０では、壁スイッチ９１の切り替えスイッチ９１ａの操作、または、外部機器９３の操
作に応じて、光源ユニット３０の点灯及び消灯が切り替えられる。
【００５７】
　また、制御ユニット１８は、第１制御信号及び第２制御信号に含まれる位相制御情報に
基づいて交流電源を位相制御し、位相制御された交流電源を光源ユニット３０に出力する
。これにより、壁スイッチ９１の切り替えスイッチ９１ａの操作、または、外部機器９３
の操作に応じて、光源ユニット３０が調光される。
【００５８】
　なお、位相制御には、例えば、交流電圧のゼロクロスから交流電圧の絶対値が最大値と
なる期間において導通する位相を制御する位相制御（leading edge）の方式と、交流電圧
の絶対値が最大値となってから交流電圧がゼロクロスする期間において遮断する位相を制
御する逆位相制御（trailing edge)の方式と、が含まれる。
【００５９】
　このように、照明器具１０では、外部機器９３からでも、光源ユニット３０の点灯や消
灯、及び、調光を制御することができる。従って、照明器具１０では、ＨＥＭＳなどのエ
ネルギー管理システムに対応できる。照明器具１０では、他の装置などを別に必要とする
ことなく、照明器具１０のみで、エネルギー管理システムに対応することができる。
【００６０】
　なお、各電源線７０ａ、７０ｂから調光器などで位相制御された交流電源が供給される
場合には、制御ユニット１８では位相制御を行わずに、そのまま光源ユニット３０に出力
してもよい。または、位相制御後の交流電源を制御ユニット１８でさらに位相制御できる
ようにしてもよい。
【００６１】
　なお、制御ユニット１８による調光の制御は、位相制御に限ることなく、例えば、ＰＷ
Ｍ制御などでもよい。この場合には、ＰＷＭ制御用の制御情報を第１制御信号及び第２制
御信号に含めればよい。また、光源ユニット３０が、多色種類の発光素子を含む場合には
、例えば、点灯させる発光素子を色毎に選択できるようにすることにより、制御ユニット
１８で調色制御を行えるようにしてもよい。この場合には、調色制御用の制御情報を第１
制御信号及び第２制御信号に含めればよい。
【００６２】
　第３端子台２３は、一対の配線６４ａ、６４ｂを介して制御ユニット１８と電気的に接
続される。第３端子台２３は、制御ユニット１８から光源ユニット３０（光源８０）に出
力される電源を分岐させて出力する一対の出力端子２３ａ、２３ｂを有する。制御ユニッ



(9) JP 6195141 B2 2017.9.13

10

20

30

40

50

ト１８は、壁スイッチ９１や外部機器９３の操作に応じて、交流電源を光源ユニット３０
及び第３端子台２３に出力する。制御ユニット１８は、例えば、位相制御された交流電源
を光源ユニット３０及び第３端子台２３に出力する。
【００６３】
　各出力端子２３ａ、２３ｂには、例えば、一対の電源線７３ａ、７３ｂが接続される。
そして、各電源線７３ａ、７３ｂには、別の照明器具１００が接続される。
【００６４】
　照明器具１００は、例えば、入力用端子台１０１と、ソケット１０２と、出力用端子台
１０３と、を含む。入力用端子台１０１は、例えば、各電源線７３ａ、７３ｂが接続され
る一対の入力端子を有する。ソケット１０２は、入力用端子台１０１と電気的に接続され
る。ソケット１０２は、照明器具１０のソケット４６と実質的に同じであり、光源ユニッ
ト３０を着脱可能に保持するとともに、光源ユニット３０と電気的に接続される。ソケッ
ト１０２は、例えば、ＧＸ５３形口金に対応している。
【００６５】
　照明器具１００は、照明器具１０の第３端子台２３から出力される交流電源により、ソ
ケット１０２に保持された光源ユニット３０を点灯させる。出力用端子台１０３は、入力
用端子台１０１と電気的に接続される。出力用端子台１０３は、入力用端子台１０１に入
力された電源を分岐させて出力する一対の出力端子を有する。
【００６６】
　出力用端子台１０３には、例えば、一対の電源線７４ａ、７４ｂが接続され、各電源線
７４ａ、７４ｂを介して、さらに別の照明器具１００が接続される。
【００６７】
　このように、照明器具１０には、複数の照明器具１００を接続することができる。そし
て、照明器具１０では、照明器具１０及び照明器具１００のそれぞれに接続された複数の
光源ユニット３０を実質的に同じ制御態様で点灯させることができる。例えば、照明器具
１０及び照明器具１００を並べて設置することにより、複数の光源ユニット３０を同じ明
るさで点灯させることができる。照明器具１００には、通信ユニット１６や制御ユニット
【００６８】
１８を設ける必要がない。これにより、複数の光源ユニット３０を点灯させる場合に、シ
ステム全体の部品点数を削減することができる。例えば、システムをコストダウンできる
。すなわち、照明器具１０は、例えば、Ｍａｓｔｅｒ器具であり、照明器具１００は、例
えば、Ｓｌａｖｅ器具である。複数の照明器具１００は、例えば、照明器具１０に対して
並列に接続される。
【００６９】
　図６（ａ）及び図６（ｂ）は、実施形態に係る別の照明器具を表す模式図である。　
【００７０】
　図６（ａ）は、照明器具１００を表す模式的平面図であり、図６（ｂ）は、照明器具１
００を表す模式的側面図である。　
【００７１】
　図６（ａ）及び図６（ｂ）に表したように、照明器具１００は、例えば、枠体１０４と
、支持板１０５と、一対の取付バネ１０６と、をさらに含む。枠体１０４の一端には、フ
ランジ部１０７が設けられる。枠体１０４及び各取付バネ１０６は、照明器具１０の枠体
４１及び各取付バネ４５と実質的に同じであるから、詳細な説明は省略する。枠体１０４
の内部に、ソケット１０２が設けられ、枠体１０４の内部に光源ユニット３０が保持され
る。照明器具１００は、照明器具１０と同様に、フランジ部１０７と各取付バネ１０６と
で天井板を挟み込むことにより、天井板に取り付けられる。
【００７２】
　支持板１０５は、例えば、枠体１０４の軸方向の一端に取り付けられる。入力用端子台
１０１及び出力用端子台１０３は、支持板１０５に取り付けられている。例えば、照明器
具１００を天井板に取り付けた後、各電源線７３ａ、７３ｂを介して入力用端子台１０１
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を照明器具１０の第３端子台２３と電気的に接続する。または、各電源線７４ａ、７４ｂ
を介して入力用端子台１０１を別の照明器具１００の出力用端子台１０３と電気的に接続
する。これにより、照明器具１０からの電力供給に応じて、照明器具１００に保持された
光源ユニット３０が点灯する。
【００７３】
　図１（ｂ）及び図４に表したように、照明器具１０では、制御ユニット１８が、例えば
、第２面５２ａに設けられる。制御ユニット１８は、第１面５１ａに設けてもよい。通信
ユニット１６は、制御ユニット１８と同じ面上に設けられる。この例では、通信ユニット
１６が、第２面５２ａに設けられる。通信ユニット１６は、制御ユニット１８よりも器具
本体１２から離間した位置に配置される。また、通信ユニット１６は、第１方向Ｄ１にお
いて入力端子１６ａを器具本体１２と反対側を向けて設けられる。
【００７４】
　第１端子台２１は、通信ユニット１６よりも器具本体１２から離間し、第１方向Ｄ１に
おいて各入力端子２１ａ、２１ｂを器具本体１２と反対側に向けて、支持体１４に設けら
れる。第２端子台２２は、通信ユニット１６よりも器具本体１２から離間し、第１方向Ｄ
１において各入力端子２２ａ、２２ｂを器具本体１２と反対側に向けて、支持体１４に設
けられる。第３端子台２３は、通信ユニット１６よりも器具本体１２から離間し、第１方
向Ｄ１において各出力端子２３ａ、２３ｂを器具本体１２と反対側に向けて、支持体１４
に設けられる。第１端子台２１、第２端子台２２及び第３端子台２３は、通信ユニット１
６及び制御ユニット１８と異なる面に設けられる。この例では、第１端子台２１、第２端
子台２２及び第３端子台２３が、第１面５１ａに設けられる。第１端子台２１、第２端子
台２２及び第３端子台２３のそれぞれは、例えば、第１方向Ｄ１に対して垂直な方向に並
べられる。
【００７５】
　照明器具１０では、通信ユニット１６の入力端子１６ａが、第１方向Ｄ１において、第
１端子台２１、第２端子台２２及び第３端子台２３のそれぞれと重ならない。照明器具１
０では、このように、第１面５１ａと第２面５２ａとの間の距離、各部の大きさ及び位置
などが調整されている。
【００７６】
　また、照明器具１０では、通信ユニット１６と制御ユニット１８とを第２面５２ａに設
け、第１端子台２１、第２端子台２２及び第３端子台２３を第１面５１ａに設けている。
【００７７】
これにより、照明器具１０では、各配線６１ａ、６１ｂ、６２ａ、６２ｂ、６４ａ及び６
４ｂを、第１板部５１と通信ユニット１６との間の空間を通すことができる。例えば、各
配線６１ａ、６１ｂ、６２ａ、６２ｂ、６４ａ及び６４ｂの引き回しを容易にすることが
できる。例えば、第１端子台２１、第２端子台２２及び第３端子台２３のそれぞれと、制
御ユニット１８との電気的な接続を容易にすることができる。
【００７８】
　エネルギー管理システムに対応した照明器具では、非対応の器具に比べて、通信ユニッ
トや制御ユニットなどの部品や入出力の配線の本数などが増加する。このため、エネルギ
ー管理システムに対応した照明器具において、例えば、各部品を同一平面上に配置すると
、支持体が大面積化する。例えば、配線を挿入する配線挿入面（第１方向Ｄ１に対して直
交する面）が、長方形状となる。例えば、配線挿入面の長さが、器具を挿通するための埋
込穴の直径よりも長くなり、埋込穴に支持体を挿通することができなくなってしまう可能
性がある。
【００７９】
　これに対して、本実施形態に係る照明器具１０では、２つの面に分散させて各部品を配
置する。これにより、例えば、配線挿入面の形状を正方形に近づけることができる。例え
ば、配線挿入面の対角線の長さを短くすることができる。すなわち、支持体１４の第１面
５１ａ及び第２面５２ａの大面積化を抑えることができる。このように、本実施形態に係
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る照明器具１０では、支持体１４の第１面５１ａ及び第２面５２ａの大面積化を抑制しつ
つ、エネルギー管理システムに対応することができる。
【００８０】
　また、本実施形態に係る照明器具１０では、第１方向Ｄ１において、制御ユニット１８
、通信ユニット１６、及び、第１端子台２１～第３端子台２３の順に、器具本体１２から
離間させる。そして、通信ユニット１６の入力端子１６ａを器具本体１２と反対側を向け
る。第１端子台２１の各入力端子２１ａ、２１ｂを器具本体１２と反対側に向ける。第２
端子台２２の各入力端子２２ａ、２２ｂを器具本体１２と反対側に向ける。第３端子台２
３の各出力端子２３ａ、２３ｂを器具本体１２と反対側に向ける。これにより、各入力端
子１６ａ、２１ａ、２１ｂ、２２ａ、２２ｂ、及び、各出力端子２３ａ、２３ｂのそれぞ
【００８１】
れに対する配線の接続を容易にすることができる。
【００８２】
　また、上記のように、制御ユニット１８、通信ユニット１６、及び、第１端子台２１～
第３端子台２３のそれぞれの第１方向Ｄ１の位置をずらすことにより、第１面５１ａと第
２面５２ａとの間の距離を、より近づけることができる。例えば、配線挿入面の対角線の
長さをより短くすることができる。例えば、支持体１４の第１面５１ａ及び第２面５２ａ
の大面積化をより抑えることができる。
【００８３】
　さらに、本実施形態に係る照明器具１０では、通信ユニット１６の入力端子１６ａが、
第１方向Ｄ１において、第１端子台２１、第２端子台２２及び第３端子台２３のそれぞれ
と重ならない。これにより、例えば、通信ユニット１６の入力端子１６ａに対する通信線
７２の接続をより容易にすることができる。
【００８４】
　照明器具１０では、出力用の第３端子台２３を有し、複数の別の照明器具１００を接続
することができる。これにより、照明器具１０では、制御ユニット１８及び光源ユニット
３０の故障診断を行うことができる。例えば、照明器具１０及び照明器具１００のそれぞ
れの光源ユニット３０が点灯しない場合には、制御ユニット１８の故障と診断することが
できる。一方、照明器具１０及び照明器具１００のそれぞれの光源ユニット３０のうちの
いずれか１つが点灯しない場合には、その光源ユニット３０の電源回路８１などの故障と
診断することができる。また、例えば、照明器具１０単体で使用している場合でも、第３
端子台２３に照明器具１００を接続することで、上記のような故障診断を行うことができ
る。
【００８５】
　図７は、実施形態に係る別の照明器具を表す模式的側面図である。　
【００８６】
　図７に表したように、照明器具１１０では、第３端子台２３が、第２面５２ａに取り付
けられている。例えば、通信ユニット１６の大きさ及び第１端子台２１～第３端子台２３
の大きさなどによっては、このように第３端子台２３を第２面５２ａに設けることで、支
持体１４の第１面５１ａ及び第２面５２ａの大面積化をより抑えることができる。すなわ
ち、通信ユニット１６及び制御ユニット１８と同じ面に第３端子台２３を取り付けること
で、支持体１４の第１面５１ａ及び第２面５２ａの大面積化をより抑えることができる。
【００８７】
　通信ユニット１６及び制御ユニット１８と同じ面に取り付けるのは、第１端子台２１で
もよいし、第２端子台２２でもよい。また、第１端子台２１～第３端子台２３のうちのい
ずれか２つを、通信ユニット１６及び制御ユニット１８と同じ面に取り付けてもよい。す
なわち、通信ユニット１６及び制御ユニット１８と異なる面に設けるのは、第１端子台２
１～第３端子台２３のうちの少なくとも１つでよい。
【００８８】
　図８は、実施形態に係る別の照明器具を表す模式的ブロック図である。　
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【００８９】
　図８に表したように、照明器具１２０は、第４端子台２４をさらに含む。第４端子台２
４は、一対の配線６５ａ、６５ｂを介して制御ユニット１８と電気的に接続される。第４
端子台２４は、制御ユニット１８から光源ユニット３０に出力される電源を分岐させて出
力する出力端子を有する。この例では、制御ユニット１８が、壁スイッチ９１や外部機器
９３の操作に応じて、交流電源を光源ユニット３０、第３端子台２３及び第４端子台２４
に出力する。制御ユニット１８が、例えば、位相制御された交流電源を光源ユニット３０
、第３端子台２３及び第４端子台２４に出力する。
【００９０】
　第４端子台２４は、第１面５１ａに取り付けてもよいし、第２面５２ａに取り付けても
よい。このように、照明器具は、３つ以上の端子台を含んでもよい。複数の端子台のうち
の少なくとも１つが、通信ユニット１６及び制御ユニット１８と異なる面に設けられてい
ればよい。
【００９１】
　第４端子台２４の出力端子には、例えば、検査ケーブル７５が接続される。検査ケーブ
【００９２】
ル７５には、検査装置９４が接続される。検査装置９４は、例えば、制御ユニット１８か
らの出力を解析することにより、制御ユニット１８の故障及び光源ユニット３０の故障を
診断する。このように、第４端子台２４を設け、検査装置９４を接続できるようにするこ
とで、例えば、制御ユニット１８の故障及び光源ユニット３０の故障をより適切に診断す
ることができる。検査装置９４には、例えば、ノートブック型のパーソナルコンピュータ
やタブレット型のパーソナルコンピュータなど、ポータブルタイプの電子機器が用いられ
る。検査ケーブル７５には、例えば、ＵＳＢケーブルやＩＥＥＥ１３９４ケーブルなどが
用いられる。第４端子台２４の出力端子は、検査ケーブル７５の規格に対応する。第４端
子台２４の出力端子及び検査ケーブル７５は、複数設けてもよい。
【００９３】
　上記各実施形態では、光源ユニット３０を器具本体１２に保持させているが、これに限
ることなく、例えば、ＬＥＤなどの光源８０自体を器具本体１２に保持させてもよい。器
具本体１２は、例えば、コネクタなどを介して光源８０を着脱可能に保持してもよい。例
えば、器具本体１２に設けられた基板上に光源８０を実装してもよい。すなわち、光源８
０は、器具本体１２に対して必ずしも着脱可能でなくてもよい。
【００９４】
　本発明のいくつかの実施形態を説明したが、これらの実施形態は、例として提示したも
のであり、発明の範囲を限定することは意図していない。これら新規な実施形態は、その
他の様々な形態で実施されることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で、種々の
省略、置き換え、変更を行うことができる。これら実施形態やその変形は、発明の範囲や
要旨に含まれるとともに、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲に含まれる
。
【符号の説明】
【００９５】
　１０、１００、１１０、１２０…照明器具、１２…器具本体、１４、支持体、１６…通
信ユニット、１６ａ…入力端子、１８…制御ユニット、２１…第１端子台、２１ａ、２１
ｂ…入力端子、２２…第２端子台、２２ａ、２２ｂ…入力端子、２３…第３端子台、２３
ａ、２３ｂ…出力端子、２４…第４端子台、３０…光源ユニット、４１…枠体、４２…支
持板、４４…フランジ部、４５…取付バネ、４６…ソケット、５１…第１板部、５１ａ…
第１面、５２…第２板部、５２ａ…第２面、６０ａ、６０ｂ、６１ａ、６１ｂ、６２ａ、
６２ｂ、６３、６４ａ、６４ｂ、６５ａ、６５ｂ…配線、７０ａ、７０ｂ…電源線、７１
ａ、７１ｂ…信号線、７２…通信線、７３ａ、７３ｂ…電源線、７４ａ、７４ｂ…電源線
、７５…検査ケーブル、８０…光源、８１…電源回路、８２…筐体、８３…カバー、８４
…口金部、８５…放熱フィン、８６…電極ピン、９０…商用電源、９１…壁スイッチ、９
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１ａ…切り替えスイッチ、９１ｂ…可変抵抗器、９２…ネットワーク、９３…外部機器、
９４…検査装置、１０１…入力用端子台、１０２…ソケット、１０３…出力用端子台、１
０４…枠体、１０５…支持板、１０６…取付バネ、１０７…フランジ部

【図１】 【図２】
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